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問 

桂
川
町
商
工
会 

☎
６
５
・
０
０
２
０

桂
川
町
商
工
会
無
料
貸
出
傘

事
業
を
実
施
い
た
し
ま
す

無
料
貸
出
傘
事
業
実
施

お知らせ
　

桂
川
町
商
工
会
で
は
地
域
活
性
化
の
一
助
と
し
て
、

桂
川
駅
で
町
内
事
業
者
の
協
賛
に
よ
り
制
作
し
た
傘
を

無
料
で
貸
し
出
し
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

桂
川
駅
改
札
口
付
近
に
無
料
貸
出
傘
を
設
置
し
て
お

り
ま
す
の
で
、
ぜ
ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

■
８
月
か
ら
被
保
険
者
証
が
新
し
く
な
り
ま
す

　

現
在
使
用
中
の
被
保
険
者
証
（
水
色
）
の
有
効
期
限

は
、
令
和
3
年
７
月
31
日
で
す
。

　

８
月
１
日
か
ら
使
用
で
き
る
新
し
い
被
保
険
者
証
を

７
月
中
旬
に
郵
送
し
ま
す
。
新
し
い
被
保
険
者
証
は
、

紫
色
で
、
有
効
期
限
は
令
和
4
年
7
月
31
日
で
す
。

　

8
月
1
日
以
降
に
受
診
す
る
際
は
、
新
し
い
被
保
険

者
証
を
医
療
機
関
の
窓
口
に
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

　

※
７
月
31
日
ま
で
に
新
し
い
被
保
険
者
証
が
届
か
な

　
　

い
場
合
は
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い

　

※
保
険
料
の
滞
納
が
あ
る
場
合
は
、
通
常
よ
り
短
い

　
　

有
効
期
限
の
被
保
険
者
証
を
窓
口
で
お
受
け
取
り

　
　

い
た
だ
く
こ
と
が
あ
り
ま
す

■
被
保
険
者
証
の
自
己
負
担
割
合

　

医
療
機
関
で
受
診
す
る
際
の
医
療
費
の
自
己
負
担
割

合
は
、
１
割
ま
た
は
３
割
で
す
。

　

毎
年
、
前
年
中
の
所
得
を
も
と
に
、
８
月
か
ら
翌
年

７
月
ま
で
の
1
年
間
の
自
己
負
担
割
合
の
判
定
を
行
い

ま
す
。
判
定
基
準
は
下
表
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

後
期
高
齢
者
被
保
険
者
証
が

新
し
く
な
り
ま
す

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

お知らせ問 

保
険
環
境
課 

医
療
介
護
保
険
係 

☎
６
５
・
１
０
９
７

■
限
度
額
適
用
認
定
証
な
ど
が
8
月
に
更
新
さ
れ
ま
す

　

現
在
使
用
中
の
限
度
額
適
用
認
定
証
（
橙
色
）
や
限

度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
（
白
色
）
の
有

効
期
限
は
、
令
和
3
年
７
月
31
日
で
す
。

　

こ
の
認
定
証
を
す
で
に
お
持
ち
の
方
で
、
令
和
3
年

度
も
同
じ
よ
う
に
認
定
証
を
発
行
で
き
る
条
件
の
方
に

は
、
８
月
１
日
か
ら
使
用
で
き
る
新
し
い
減
額
認
定
証

を
被
保
険
者
証
と
は
別
に
７
月
中
旬
に
郵
送
し
ま
す
。

【
限
度
額
適
用
認
定
証
と
は
】
医
療
機
関
に
提
示
す
る
と

医
療
費
が
自
己
負
担
限
度
額
ま
で
と
な
り
、
非
課
税

世
帯
の
方
は
入
院
時
の
食
費
・
居
住
費
の
負
担
が
減

額
さ
れ
ま
す
。

【
交
付
の
対
象
】〈
限
度
額
適
用
認
定
証
（
橙
色
）〉
…
保

険
証
記
載
の
負
担
割
合
が
3
割
で
同
一
世
帯
の
被
保

険
者
の
課
税
所
得
が
６
９
０
万
円
未
満
の
方
。

　
〈
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
減
額
認
定
証
（
白
色
）〉

…
世
帯
全
員
が
住
民
税
非
課
税
の
方
。

【
そ
の
他
】
新
た
に
減
額
認
定
証
の
交
付
を
希
望
す
る
場

合
は
申
請
が
必
要
で
す
。
詳
し
く
は
お
問
い
合
わ
せ

く
だ
さ
い
。

負担割合 判定基準

３割負担
同一世帯の被保険者の中
に町民税の課税所得額が
145万円以上の方がいる

１割負担 上記以外の被保険者

■後期高齢者医療制度自己負担割合

※３割負担と判定された場合で
　も、要件により、申請するこ
　とで自己負担額が１割となる
　場合があります（対象者には通
　知を送付します）
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